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従来の管理会計の議論では，一般に，組織は少なくとも製造と販売の両職能を内包していない

限り，利益中心点となることは不可能であるという理解がなされてきた。ところが，福井県の総

合繊維メーカー・セーレン株式会社（以下，セーレンと略記）では，各工場および営業部がそれぞ

れ利益中心点化され，両者の間で振替価格交渉がもたれていた。本稿では，セーレンの工場の利

益管理システムを考察することによって，次の２点を指摘する。（１）利益中心点化されたセーレ

ンの工場は，振替価格交渉を通じて，市況に応じた利益創出を行っていた。（２）セーレンの工場

利益管理システムは，職能部門別組織を前提とする仕組みであり，職能別事業部制組織における

製造事業部の利益管理システムも，振替価格による販売事業部との取引によって成立している点

では，セーレンの工場利益管理システムと同じである。工場利益管理システムの活用により，セ

ーレンは変化の激しい競争環境の中で福井県および繊維業界を代表するエクセレント･カンパニ

ーとしての地位を獲得するに至った。
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Ⅰ．問題意識

近年の経済環境は，急激な原油高騰やハー

フ･エコノミーと称される急速な需要低迷な

ど，この上なく不確実かつ不安定な様相を呈

している。世界を代表する自動車メーカーで

あったGMは倒産に追い込まれ，日本経済の

牽引役として注目されてきたトヨタ自動車で

すら営業赤字の計上を余儀なくされた。

このように急激な変化のもとで目標利益

を追求するには，その状況に臨機応変に対

応した利益管理の体制が必要であろう。し
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かし，伝統的な事業部制会計の議論では，

利益責任を負うためには製造と営業の両職

能を包括している必要があると考えられ，

製造部門や営業部門のような単一職能組織

は原価中心点ないし収益中心点として理解

されてきた。

ところが，福井県に本社を置くセーレン

では，工場と営業部がともに利益中心点と

されており，このシステムのもとで工場利

益目標を工場長の「必達目標」として徹底

的な利益管理が行われていた。そこで本稿

では，セーレンの利益管理システム，その

中でも特に工場の利益管理システムを考察

し，製造部門の利益中心点化がもつ理論的

意義を考察する。

Ⅱ．先行研究の整理と本稿の目的

１．従来の製造部門の位置づけ

伝統的には，製造部門や販売部門といった

単一職能部門の会計責任については，次のよ

うに捉えられてきた。すなわち，「職能部門組

織においては，管理単位の長は原価責任ある

いは収益責任を負うに対し，事業部制におい

ては，管理単位の長は，利益責任をになうも

のである」（通商産業省企業局編1960,p.８）と

考えられていた。より具体的には，「営業部門

は売上高責任をもち，生産部門や管理スタッ

フ部門などは，原価責任を負っている」（占部

1969, p.183）と見なされていた。この考え方

は海外文献でも同様にみられ，「ある事業のセ

グメントが製品あるいは製品群の生産（ある

いは購買）とその販売の両方について責任を

遂行する場合に事業部と認識する。これより

も小さな程度の責任しか持っていない場合に

は，管理する事業セグメントの収益性をまか

なうための事業部管理は不可能である」

（Solomons 1965, p.4）とされた。すなわち，

近年ミニ･プロフィットセンター（micro-

profit center，以下MPCと略記）制の研究

において指摘されているように，「これまで

の管理会計の知識では，･･････組織単位が

特定の市場について生産・販売のライン職

能を両方もたないと，利益責任を果たせな

いと理解されてきた」（谷 1999, p.47）。

それでは，職能部門を利益中心点化する

ことの議論はなかったのかというと，そう

ではない。古くは「生産事業本部から営業

事業本部に製品が引き渡されるばあい，社

内振替価格で仕切られており，それぞれが

分権的利益管理単位をなしている」（占部

1969, p.149）ケースが紹介されているし，

近年の研究でも日本では「プロフィット･セ

ンターは，製販一体型の事業部制組織のみ

ならず，職能別組織においては，販売部門，

製造部門，さらには製造部門内の各工程に

も設定されてきた」（廣本・挽 2006, p.122）

ことが認識されている。ただし，職能別事

業部の場合，「製品別事業部にくらべて，経

営の自立性が不完全であり，他の職能部門

とのあいだに調整を必要とする決定問題が

それだけ多い」（占部 1969, p.149）という

問題点が指摘されており，「振替価格を通じ

て職能別事業部を利益計算のための組織単

位とするだけでは十分ではなく，大幅な権

限委譲を通じて，事業部管理者の利益責任

を実質的なものにする必要がある」（谷

1983, p.22）とされてきた。そのため，近年

においても，「職能部門別組織では通常，部
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門は原価センターもしくは収益センターと

しての位置づけしかできない」（鳥居 2007,

p.7）という認識がもたれてきたのである。

2．利益中心点化された製造部門としての

MPC制

実は，職能部門の利益中心点化に関する

考察は，職能別事業部制の議論以外でもな

されてきた。その代表が，職能部門をさら

に細分化し利益中心点化したMPC制に関す

る研究である。これは，Cooper（1995）のケ

ース研究を発端として近年注目を浴びるよ

うになってきた。

「MPCとは，通常であればコスト（ある

いはレベニュー）センターとして扱われる

ような5～50人程度の小規模組織をプロフィ

ットセンター化するユニークな分権型経営

の方法」（三矢 2003, p.5）と定義されてい

る。この定義にみられるように，MPCでは，

従来は原価中心点ないし収益中心点と捉え

られてきた「事業部よりさらに下位の現場」

（谷 1999, p.47）に利益責任を設定する点が

大きな特徴の一つとなっている。

それではこの点の意義については，これ

までどのように捉えられてきたのだろうか。

MPC研究隆盛の発端となったCoop e r

（1995）では，「小さな利益中心点を形成す

ることによって，組織における官僚性の増

長を抑えることが可能になり，企業は競争

環境の変化に迅速に対応することが可能に

なる。･･････効率的な企業の規模を小さい

ままにしておくことで，『官僚帝国（empire

building）』はほぼ不可能になる」（Cooper

（1995） pp.279-280）とされた。

一方，組織の活性化という側面から利益

中心点化を捉えた研究もある。谷（1996）

では，「ミニ･プロフィット･センターには現

場に権限を委譲して現場を活性化しようと

する狙いがある」（谷 1996, p.18）とされた。

谷教授によれば，「細かくプロフィットセン

ターを設定すると，･･････自律的な利益責

任単位として機能するに足る自己充足性に

欠ける」（谷 1997, p.29）。そこで，この点

を補うための要素として，MPC制では，組

織の要件（全員参加の経営，組織のカルチ

ャー，成功体験の蓄積）と，管理会計上の

要件（理解の容易性，成果の確認，共通言

語としての管理会計，水平的インターラク

ションの促進，マーケット情報の共有，垂

直的インターラクションの仕組み）が提示

された（谷 1997, pp.29-35）。これらの要素

はこれ以降のMPC制の事例研究において検

証されており，NEC埼玉の事例（谷・三矢

1998）や京セラの事例（谷 1999），さらに

は住友電工の事例（吉田・松木 2001）でも

ほぼ同様の結果が得られたとされている。

また，京セラのアメーバ経営に特に焦点

を当てた研究もなされた。アメーバ経営の

代表的な研究である三矢（2003）では，

MPCとしてのアメーバ同士の間で振替価格

交渉が行われることによって，「マーケット

と接していないアメーバにまでも，市場の

動きが伝わっていく」（三矢 2003, p.131）

とされた。

しかし，これらの研究で対象とされてい

るMPCは，いずれも職能部門を「さらに」

細分化した小組織として位置づけられてい

る。そのため，職能部門が利益中心点化さ

れている点よりも，「小規模組織」（三矢



2003, p.5）である点に焦点が当てられてい

た。これに対して上總（2008）によれば，

アメーバ組織の場合，第一原理として「基

軸ライン部門である製造部と営業部がそれ

ぞれ採算部門として編成され」（上總 2008,

p.9），それから第二原理として各ライン部門

が「連続プロフィットセンターとして分割

または統合される」（上總 2008, p.9）。上總

（2008）の指摘に即して考えるならば，これ

までのMPCの機能に関する考察は，概して

第二原理によって分割された「小さな」連

続プロフィットセンターが対象とされてい

たわけである。

しかし，従来は組織内に製造と販売の両

方の職能がそろっていることこそが，その

組織が利益中心点たりうる要件として認識

されてきたのである。このことを考えれば，

まず第一原理によって編成されたライン部

門，すなわち「小さな」プロフィットセン

ターに分割される前の段階のライン部門が

いかに利益中心点化されるかを考察する必

要があろう。すなわち，アメーバ経営の例

でいえば，上總（2008）の指摘する第一原

理に基づく組織編成を考察することが喫緊

の課題と思われる。

そこで本稿では，工場および営業部を利

益中心点化し，両者間で振替価格交渉を行

わせることによって市況に応じた利益の獲

得に役立てているセーレンの事例を考察す

ることにしたい。前述のように，事業部制

会計の議論においては，製造と販売の両方

の職能に責任を持っていることが利益責任

を担うことの要件とされてきた。これに対

して，セーレンでは，工場や営業部のよう

な単一職能の組織に利益責任が課されてい

た。本稿では特にセーレンの工場における

利益管理システムに焦点を当て，これを考

察することによって，従来は原価中心点と

して位置づけられてきた製造部門が利益中

心点とされることの意義を検討したい。

なお，近年では，「業績の測定は利益によ

っておこなわれているが，経営管理者の権

限は原価（あるいは収益）の発生額に関す

る意思決定権限に限定されている」（伊藤

1998, p.87）擬似MPCについての研究も盛

んである。擬似MPCの意義としては，原価

改善活動に対する従業員のモラールの向上

（Kaplan and Cooper 1998；伊藤 1998；

松木 2005；松木 2006；渡辺 2004；渡辺

2008；渡辺・菅本 2004）などが指摘され

ている。このように製造部門の利益中心点

化の意義については動機づけの側面からも

研究がなされてきているが，本稿では，製

造部門の利益中心点化の意義を計算構造の

観点から考察するため，こうした先行研究

は検討対象としない。

Ⅲ．研究方法

セーレン（本社：東京都と福井市，東証

一部上場）は，製糸から縫製，販売までを

一貫して取り扱う総合繊維メーカーである。

2009年3月期決算では，連結ベースでの売

上高は981億9000万円（セーレン 2009a,

p.2），資本金は175億2000万円（セーレン

2009a, p.42），従業員数は5007名（セーレ

ン 2009a, p.2）である。

セーレンは，カネボウの倒産に象徴され

るような日本の繊維業界低迷の中，そのカ

ネボウの工場を買収するなどの経営戦略を
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表－１　聞取調査一覧表 

（出所）筆者作成。 

（出所）筆者作成。 
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2009年2月12日

 
 
 
 
 

2009年2月19日
 

 
 
 

2009年2月20日 
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2.5

 
 
 
 
 
 

2.5 
 
 

3

 
 
 
 
 

2.5
 
 
 
 

3

主な内容 回答者（敬称略） 時間 

結川孝一（セーレン株式会社取締役常務執行役員） 
北川修一（セーレン株式会社常勤顧問） 
林照健（セーレン株式会社経理部部長） 
 
北川修一（セーレン株式会社常勤顧問） 
 
 
北川修一（セーレン株式会社常勤顧問） 
末本敦子（セーレン株式会社経営企画部チームリーダー） 
 
北川修一（セーレン株式会社常勤顧問） 
高橋康行（セーレン株式会社人事部チームリーダー） 
 
北川修一（セーレン株式会社常勤顧問） 
末本敦子（セーレン株式会社経営企画部チームリーダー） 
 
 
 
 
北川修一（セーレン株式会社常勤顧問） 
末本敦子（セーレン株式会社経営企画部チームリーダー） 
 
北川修一（セーレン株式会社常勤顧問） 
芦田公一（セーレン株式会社衣料・繊維資材販売部門営業企画業務部部長） 
水野義幸（セーレン株式会社革命的VA推進室主管） 
岸本武（セーレン株式会社衣料・繊維資材販売部門営業企画業務室主任） 
 
北川修一（セーレン株式会社常勤顧問） 
末本敦子（セーレン株式会社経営企画部チームリーダー） 
 
 
北川修一（セーレン株式会社常勤顧問） 
藤坪憲雄（セーレン株式会社執行役員研究開発センター副センター長） 

＊企業概要と経営戦略  
 
 
＊企業概要と経営戦略 
＊「五ゲン主義」とその具現化システム 
 
＊会計システムと工場利益管理 
 
 
＊経営計画と目標管理制度 
＊目標管理制度と人事制度 
 
＊経営システムの体系と整流生産管理の
位置づけ 

＊目標管理制度における経営計画の策定
プロセスと統制プロセス 

＊原価管理プロセスと原価計算 
 
＊セーレンの経営改革とその背景 
 
 
＊工場における目標管理制度の実践 
＊工場および販売部門の利益管理システム 
＊販売部門による在庫管理システム 
＊工場の改善・提案制度 
 
＊戦略の実行システム 
＊特命プロジェクトにおける目標管理 
＊工場の労務費振替システム 
 
＊経営戦略策定とそこで利用される会計情報 
＊研究開発プロセスとそこで利用される管
理会計情報 

＊研究開発プロセスと目標管理制度 

表－2　参与観察一覧表 

場所 

 
2007年7月17日 

 
2

日時 観察対象 時間 

生活科学総合ステーション（製品等の展示
館），衣料品デザイン工程・染色工程，
Viscotecsデモンストレーション 

 
セーレン株式会社TPF事業所 
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展開し，後述のように目標管理や行動指針

「五ゲン主義」を実践することなどにより，

近年増収増益を続けてきた。セーレンの連

結ベースの売上高・経常利益は，「五ゲン主

義」が提唱された1995年度は633億1800万

円・4億7500万円（損失）（セーレン 1996,

p.2）であったが，その後順調に業績を伸ば

し，2007年度には1129億2200万円・73億

2500万円（セーレン 2008, p.1）となった。

直近の2008年度も，原油・原材料価格の高

騰や景気悪化の影響により多くの企業で赤

字決算が報告される中，売上高981億9000

万円，経常利益29億2500万円が達成されて

いる（セーレン 2009a, p.2）。こうしたセー

レンの経営システムに関して，筆者たちは

実地調査を行うこととした。実地調査の方

法は主に以下の４つである。

１．聞取調査：主な聞取対象者は，セーレン

株式会社経営企画部企業情報担当常勤顧

問の北川修一氏，同社同部主管の末本敦

子氏など9名，総時間は約25時間であっ

た（表1）。聞取は半構造的インタビュ

ーの形をとり，あらかじめテーマを設定

したうえでそのテーマに関する先方の説

明を受け，質疑に対して回答をもらうと

いう形で進められた。

２．参与観察：観察対象は，セーレン株式会

社TPF事業所（研究開発部門やIT技術

によるデジタルな製造工程などが集まる

事業所）で，主に衣料品の染色工程など

を観察した。総時間は約２時間であった

（表２）。

３．公開講座への参加：福井県立大学におい

て行われた特別企画講座「M&A時代の

経営改革～地域経済の飛躍をめざして

～」の一環として，2008年5月23日にセ

ーレン株式会社常務執行役員経営企画室

長の結川孝一氏による講演「カネボウ買

収による成長戦略と経営改革」が行われ

た。総時間は約1.5時間であった（表３）。

４．内部資料等の検討：聞取調査で得られた

事実についての理解を確認するため，社

内教育向けの社長の著書（川田 2007）

や聞取調査配布資料（セーレン 2007a,b;

2009b）の文献調査を行った。

Ⅳ．セーレンの利益管理システム

１．セーレンの組織図

図１のように，セーレンでは製品ごとの

事業部制組織がしかれており，いわゆる事

業部が「部門」，その下位にある各職能組織

が「事業部」と呼ばれている。ただし，「自

動車内装材部門」のように「部門」の中に

営業部と工場がともに含まれている場合と，

「スポーツファッション資材部門」のように

工場が「衣料･繊維資材生産部門」の傘下に

ある場合とがある。いずれにせよ，組織階

層上，工場や営業部は「部門」の下位組織

である「事業部」に相当する。セーレンで

は，管理部門など一部の例外を除き，これ

（出所）筆者作成。 

表－3　参加公開講座一覧表 

場所 

2008年5月23日 1.5

日時 観察対象 時間 

カネボウ買収による成長戦略と経営改革 福井県立大学特別企画講座 
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自動車内装材部門 

スポーツファッション 
資材部門 

スポーツファッション 
事業部 

ビスコテックス部門（以下省略） 
インテリア・ハウジング資材部門（以下省略） 
エレクトロニクス資材部門（以下省略） 
メディカル資材部門（以下省略） 
 
 
衣料・繊維資材生産部門 

人事部 
労務部 
購買部 
総務部 
経理部 

商品技術開発室 
企画業務室 

第一事業部 

第二事業部 

第一営業部 
第二営業部 
第一営業部 
第二営業部 
車両資材営業部 
生産管理部 
新田第三工場 
 
企画業務部 
ＳＣＭ部 
スポーツインナーグループ 
ビスコファッショングループ 
ビスコテックス企画開発部 
ＳＰＡ商品部 
ＳＰＡ営業部 
カスタムオーダー企画開発部 
 

  
生産企画業務部 
加工営業グループ 
本社工場 
勝山工場 
新田第一工場 
新田第二工場 
新田第五工場 
新田第六工場 

ＳＰＡ事業部 

情報企画部 

研究開発センター（以下省略） 
品質保証室（以下省略） 

オンリーワン・ナンバーワン 
推進本部 

経営企画室 
関連企業室 

大阪支社 
名古屋支社 
新田事業所 
ＴＰＦ事業所 

＜最小決算単位：部＞ 

本社スタッフ ライン部門 

社
長
 

図１　セーレンの組織図 

（出所）セーレン（2007a） p.3． 

らの各工場・各営業部までの組織単位を利

益中心点として利益管理が行われている

（2007年8月21日聞取調査）。

２．目標管理制度と工場・営業部の利益目標

セーレンでは全社的に目標管理制度が実施

されており，この制度の中で各管理階層の会

計目標が管理されている。この制度は，

1993年から管理職を対象に導入されていた

が，行動指針「五ゲン主義」の徹底という目的

のもとに，2002年，全社員が対象とされる

ようになった（2007年9月11日聞取調査）。

ここで「五ゲン主義」とは，①原理：会社の中

での各人の使命，役割，責任の明確化，②原

則：社会倫理・法律・会社方針や業務上の計

画・指示など各種のルールの遵守，③現場：

担当者が仕事をするところ，④現物：顧客に

提供するモノやサービス，⑤現実：現場で担

当者がやっていること，を指す（川田 2007,

p.46-47）。このうち特に①の徹底を行うべく，

目標管理制度が導入された。

目標管理制度における会計目標は，具体

的には図２のように，単年度経営計画の策

定において，全社レベルの経営目標（「経営

方針」の中に含まれ，売上高目標と経常利

益目標から成る）が設定されるが，この数

値は垂直的・水平的な調整を経て各階層へ

とブレークダウンされる。「部門」の階層で

は売上高目標と営業利益目標が設定され，

工場や営業部など「事業部」の層では利益

目標が設定される。なお，これらの目標は，
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さらにその下位組織である「課」や「係」，

最終的には一般従業員の一人ひとりにまで

展開される（2007年9月11日聞取調査）。最

終的には「全社経営会議」および「決算取

締役会」にて承認の上確定される（2007年

９月11日聞取調査）。

ブレークダウンされた各階層の目標は，

例えば「部門目標」なら「部門長」の，「事業部目

標」なら「事業部長」の目標というように，管

理者個人の目標として設定される。そして，

目標の達成度はその人の賞与や昇進等に反

映されるようになっている（2007年９月11

日聞取調査）。目標達成度の評価については，

年に２度，上半期末と年度末に上司面談等

で決定される（2007年9月11日聞取調査）。

図2 目標管理制度における目標展開図

３．工場利益と営業部利益の計算構造

セーレンにおいて工場が利益中心点とさ

れている理由の一つに，「期中，生産が計画

を下回った場合，経費もどれだけ減らさね

ばならないか利益を物差しにすると，現場

にまでわかりやすい」（セーレン 2007a, p.8）

という点が挙げられている。工場利益は，

以下のように計算される。

工場利益＝生産高－加工費

ここで，生産高とは，工場から営業部へ

の売上（ただし，一部は社外売上）を指す。

また，セーレンでは工場で発生する総原価

が製品の加工費に相当し，生産高から加工

費を差し引いた残余が工場利益となる。

また，営業部も工場と同様に利益中心点

とされている。これは，セーレンでは営業

部が直接材料である生機の納入から商品の

提案・企画までを行う提案営業のスタイル

をとっており，営業部がいかに付加価値の

高い商品を市場に送り出すかが利益創出活

動の基本とされているためであるとされる

（2009年2月12日聞取調査）。この意味から，

セーレンの営業部では販管費だけでなく製

造原価も含めた原価責任を課され，そのう

えで利益管理を行うことを求められている。

営業部利益は，以下のように計算される。

営業部利益＝売上－直接材料費－生産高－

販管費－事業部間接費

ここで，売上は顧客への売上額であり，直

接材料費は生機の購入原価，すなわち直接材

料費である。また，生産高は工場の生産高と

同一のものである。そして，事業部間接費は，

営業部を統括する製品別事業部（セーレンでは

「部門」と呼ばれる）の管理部門のコストである。

経営方針（目標） 

部門目標 

事業部（部）目標 

課・係目標 

一般社員への展開 

（出所）セーレン（２００７b） p.9． 

経営会議 
取締役会 

ブレークダウン 

ブレークダウン 

ブレークダウン 
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４．工場と営業部の振替価格交渉

セーレンの工場と営業部との間では，基本

的には営業部と顧客の間で売買価格と販売数

量が確定する前に，製品ごとにその振替価格

が設定される。この振替価格は，製品ごとに

市価も参考としながら営業部担当者と工場担

当者との間での交渉によって設定される

（2007年8月21日聞取調査）。すなわち，い

わゆる事業部制会計でいう市価基準の振替価

格が，交渉によって設定される。交渉によっ

て振替価格を設定されるのには理由がある。

すなわち，この交渉によって，工場は改善活

動（セーレンでは「VA活動」とよばれる）によ

るさらなる原価低減を行うように営業部から

の働きかけを受ける（2007年11月23日聞取

調査）。また同時に，この交渉は，営業部が

工場のコストダウン努力を考慮せずに安易に

顧客への販売価格を下げるということを極力

防ぎ，営業部の営業努力を促すねらいがある

（2007年8月21日聞取調査）。

セーレンでは営業部が製品の設計を行い，

主要材料である生機を原布業者から購入し，

その生機を工場に渡して染色などの加工を委

託するという仕組みになっている（2009年2

月12日聞取調査）。そこで振替価格の交渉に

あたっては，工場は，営業部の設計情報に基

づいて表4のような製品当たりの加工費の見

積表を作成する（2007年11月23日聞取調査）。

ここで工程原価とは，製品に対して各工程で

の加工作業が施されることによって発生する

メートルあたりの加工費であり，労務費のほ

か，減価償却費，租税公課などの固定費も含

まれている。品番固有原価とは，製品の品番

によって必要とされる染料などの補助材料費

である。工程原価と品番固有原価の和に工場

利益分を加算したものが加工賃になり，これ

が製品単位あたりの振替価格である。

これに対して，営業部は表5のように工場

のVA活動の効果の見積値を加味した製品当

たり原価見積表を作成する（2007年11月23

日聞取調査）。営業部が原布業者から購入す

る生機の価格に加工賃と営業部の販売経費を

加算すると，総コストになる。ここで生機の

価格は前述の営業部の「仕入」額，販売経費は

「販管費」に対応している。

工場と営業部は，双方が作成した加工費見

積書をたたき台として，振替価格の交渉を行

う（2007年11月23日聞取調査）。なお，製品

によっては，交渉が成立しない場合，ごく一

部ではあるが，営業部が他社の工場に発注し

たり工場が他社から受注したりする場合があ

る（2009年2月12日聞取調査）。すなわち，

工場にも営業部にも忌避宣言権がある。

表－４　期待損失と非期待損失 

工程原価（円／ｍ） 品番固有原価（円／ｍ） 

工程Ａ 
工程Ｂ 
 
 
工程Ｎ 

染料 
原料 
包装 
その他 
 
 工場利益分 
 
加工賃 

（出所）セーレン（2009b）p.1.

表－５　営業部作成の原価見積表 

現行（円／ｍ） ＶＡ案（円／ｍ） 

生機（糸） 

生機（織・編賃） 

加工賃 

販売経費 

総コスト 

（出所）セーレン（2009b） p.1.
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Ⅴ．考察

１．振替価格交渉を介した工場利益管理のメ

カニズム

高寺（1992）は，DR Scottに依拠しながら，

会計と市場との関係について深く言及して

いた。Scottによれば，「会計は市場を補い，

対立する経済的利害を解決する完全なシス

テムを完成させるために引き出されるにい

たった」（Scott 1931, p.199）。セーレンでは，

振替価格交渉の仕組みが，営業部と工場の

間において市場を補う調整システムとして

機能している。この調整システムを通じて，

工場では製品の販売価格や受注状況に応じ

て利益管理が行われている。

この調整システムをセーレンのケースで具

体的に見てみよう。営業部は，顧客への製品

の販売価格や受注量などの市況に応じて売上

見積額から営業利益分を差し引き，総コスト

をその残余の範囲内に収めるため，振替価格

交渉を通じて工場に原価低減への圧力をかけ

る。セーレンの場合，工場は利益中心点であ

るので，もし交渉が成立しなかった場合には，

工場はその分の生産高を失うことになるが，

それは利益目標の達成にとってマイナス要素

となる。そのため，工場長は，その価格の範

囲内で利益目標を達成するべく，原価低減を

行うように促される。

一方，工場側も工場利益目標の達成のため

には相応の生産高を確保しておく必要がある

ので，見積原価表を作成して交渉に持ち込む。

これが工場から営業部へ見積加工賃の正当性

を主張する場となる。具体的には，営業部か

ら加工賃の低減を要求された工場は，市価を

参照しながら，営業部の費用である生機の納

入価格や販売経費からもさらなる原価低減を

行うよう要求することが可能となっていた。

この圧力を受けると，営業部側はそれらの費

目の原価低減を行うか，営業努力による売上

の確保を行うよう促される。

以上を整理すると，図３のようになる。すな

わち，セーレンでは，工場と営業部との間に振

替価格交渉がもたれることによって，工場長

は，顧客からの受注状況に応じた原価低減努

力をするように促されていた。また同時に，振

（出所）２００９年２月１２日聞取調査に基づいて筆者作成。 

見
積
加
工
賃
の

正
当
性
主
張
 

価
格
交
渉
 

営
業
部
 

市
　
場
 

値
下
げ
へ
の
 

圧
力
 

営
業
努
力
 

工場 

加
工
賃
低
減
 

へ
の
圧
力
 

図３  セーレンの利益管理システム 
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替価格交渉を通じて，工場には，営業部へ加工

賃の所要額を主張する場が提供されていた。

まさに，セーレンの振替価格交渉は，市況

に応じて工場長および営業部長がいかにして

各々の利益目標を確保するかという，両者の

利益の調整メカニズムとして機能していた。

工場長は，工場が直接顧客との取引を行わな

いにもかかわらず，この調整メカニズムを通

じて，市況に対応した原価管理・収益管理を

行うことが可能となっていたのである。

２．職能部門間の相互作用を前提とした工場

利益管理システム

セーレンの工場と営業部は，前述のように

一つの事業部の中に包含されている場合と，

営業部が製品別事業部の内部にあるのに対し

て工場が製造事業部（「衣料・繊維資材生産部

門」）の内部にある場合とがある。しかし，い

ずれの場合であっても，セーレンの工場利益

管理システムは，工場と営業部という職能部

門間の振替価格交渉を基調として成り立つも

のである。したがって，このシステムの前提

にあるのは事業部制組織ではなく，むしろ職

能部門別組織であるといえる。セーレンでは

各工場において振替価格交渉を基調とした利

益管理システムがしかれており，それによっ

てセーレンの製造部門全体で市況に応じた利

益の創出が可能となっていた。

なお，廣本・挽（2006）の指摘のように，

日本ではかねてから職能部門別組織でいう職

能部門を事業部として利益責任を付与する

「職能別事業部制」が存在していた。これは

「製造事業部は複数の販売事業部と取引をし，

この販売事業部もそれぞれ複数の製造事業部

と取り引きしている」（加護野 1993, p.40）

という構造を特徴としている。そして，職能

別事業部制では，複数の販売部門間および製

造部門間での競争によって「内部市場」が形成

される（加護野 1993, pp.41-44）とされる。

ただし，それらの議論では，なぜ職能別事

業部が利益中心点化されることがどのような

意義を持っているのかについては，理論的考

察がなされていなかった。複数の製造事業部

および販売事業部で構成されるとはいえ，職

能別事業部制における製造事業部の利益管理

システムは，営業部との間の取引の存在によ

って市況に応じた利益の創出が可能になって

いるという意味では，一つの工場と一つの営

業部という一対一の関係のうえに成り立つセ

ーレンの工場利益管理システムと同じである。

Ⅵ．結論と今後の課題

１．結論

本稿で明らかになった点は，以下の2点で

ある。

（１）セーレンの工場は利益中心点であり，

工場と営業部の間では振替価格交渉がなされ

ていた。この交渉は市場を補う調整システム

であって，これにより工場は市況に応じた収

益管理および原価管理を行って利益を創出し

ていた。

（２）セーレンの工場利益管理システムは，

工場と営業部の一対一の関係の中で成立する

ものであり，その意味において職能部門別組

織を前提とする仕組みである。職能別事業部

制組織における製造事業部の利益管理システ

ムも，振替価格による販売事業部との取引に
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よって成立している点ではセーレンの工場

利益管理システムと同じである。

セーレンの売上の多くの部分を占める自

動車内装材やスポーツファッション衣料品

などでは，生産の何ヶ月も前から顧客企業

側の販売計画について随時情報提供を受け

るなどしている（2007年11月23日聞取調

査）。しかしそれでも，その計画は常に状況

に応じて修正され続け，実際に生産を行う

際のよりどころとなる最終的な生産計画が

固まるのは前日となる（2007年11月23日聞

取調査）。セーレンでは，本稿で考察した工

場利益管理システムを活用することによっ

て，このような変化の激しい競争環境の中

で高い利益業績を誇り，福井県および繊維

業界を代表するエクセレント･カンパニーと

しての地位を獲得するに至ったのである。

２．今後の課題

本稿では，セーレンの工場のケースに基

づいて，製造部門がどのようなメカニズム

に基づいて利益中心点化されうるのか，ま

たその意義はどのような点にあるのかを考

察してきた。しかし，前述のように，従来

から製造部門が原価中心点として位置づけ

られてきた背景には，職能部門は製品別事

業部に比べて経営の自立性が不完全な点

（占部 1969, p.149）が指摘されてきた。こ

のような職能部門の利益中心点化に伴って

発生しうるマイナス面に対し，セーレンの

工場ではどのような対応がなされていたの

かについては本稿では触れなかった。この

点を今後の検討課題としたい。
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